
JP 5907479 B2 2016.4.26

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも一つの特定の周波数の電磁波を送信又は受信するアンテナ素子と、
　前記アンテナ素子と離間して前記アンテナ素子に対向して配置され、導電性を有する材
料により形成され、無給電素子をなす導電性素子と、
　内部に密閉された空間を有する筐体と、
を備え、
　前記アンテナ素子は、前記筐体の内部に設けられており、
　前記導電性素子は、
　前記筐体に取り付けられたバンド部材内に設けられ、
　前記アンテナ素子と電磁界結合して、前記特定の周波数に対して共振して、前記電磁波
を送信又は受信し、
　前記バンド部材の、前記導電性素子に接している領域の部材は、絶縁性を有する部材に
より形成され、
　前記導電性素子は、
　直線状の第１の辺と直線状の第２の辺とを有し、
　前記第１の辺及び前記第２の辺は、それぞれ前記特定の周波数の波長の１／２ｎ（ｎ＝
０、１、２、３、・・）の長さを有し、
　前記導電性素子は、前記第１の辺と前記第２の辺とが互いに交差する方向に延在して、
屈曲した形状を有していることを特徴とするアンテナ装置。
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【請求項２】
　前記筐体の、前記アンテナ素子に対向する領域の部材が、絶縁性を有する材料により形
成されていることを特徴とする請求項１に記載のアンテナ装置。
【請求項３】
　前記導電性素子は、インダクタンスを形成するインダクタ用導電性部材と、キャパシタ
ンスを形成するキャパシタ用導電性部材とを有して、前記特定の周波数で共振する共振回
路をなしていることを特徴とする請求項１に記載のアンテナ装置。
【請求項４】
　前記共振回路は、複数の互いに異なる前記特定の周波数で共振する特性を有しているこ
とを特徴とする請求項３に記載のアンテナ装置。
【請求項５】
　前記導電性素子は、前記バンド部材内に設けられ、
　前記導電性素子は、前記バンド部材における、前記筐体が保持された状態で前記アンテ
ナ素子に対向する位置に設けられ、
　前記バンド部材の、前記導電性素子に接している領域の部材が、絶縁性を有する材料に
より形成され、
　前記導電性素子は、直線状の第３の辺を有し、前記第３の辺の長さは前記特定の周波数
の波長の１／２ｎ（ｎ＝０、１、２、３、・・）の長さに設定されていることを特徴とす
る請求項２に記載のアンテナ装置。
【請求項６】
　外部の機器との通信を制御する通信制御機能を有する電子機器本体部と、
　前記請求項１に記載のアンテナ装置と、
　を備え、
　前記アンテナ装置に前記電子機器本体部から信号が供給されていることを特徴とする電
子機器。
【請求項７】
　前記筐体の、前記アンテナ素子に対向する領域の部材が、絶縁性を有する材料により形
成されていることを特徴とする請求項６に記載の電子機器。
【請求項８】
　少なくとも一つの特定の周波数の電磁波を送信又は受信するアンテナ素子と、
　前記アンテナ素子と離間して前記アンテナ素子に対向して配置され、導電性を有する材
料により形成され、無給電素子をなす導電性素子と、
　内部に密閉された空間を有する筐体と、
を備え、
　前記アンテナ素子は、前記筐体の内部に設けられており、
　前記導電性素子は、
　前記筐体の外面又は前記筐体を構成する部材内の、前記アンテナ素子に対向する位置に
設けられ、
　前記アンテナ素子と電磁界結合して、前記特定の周波数に対して共振して、前記電磁波
を送信又は受信し、
　前記筐体の、前記導電性素子に接している領域の部材は、絶縁性を有する材料により形
成され、
　前記導電性素子は、直線状の第１の辺を有し、
　前記第１の辺の長さは前記特定の周波数の波長の１／２ｎ（ｎ＝０、１、２、３、・・
）の長さに設定されていることを特徴とするアンテナ装置。
【請求項９】
　前記導電性素子は、少なくとも一つの導電性部材を有して形成され、
　前記導電性部材は前記筐体の周囲の、互いに交差する方向に延在する複数の面に設けら
れていることを特徴とする請求項８に記載のアンテナ装置。
【請求項１０】
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　前記複数の面の各々に設けられている前記導電性部材は、互いに分離されていることを
特徴とする請求項９に記載のアンテナ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、アンテナ装置及び電子機器に関し、特に、小型の筐体を有し、かつ、無線通
信機能を備えた携帯型の電子機器に適用されるアンテナ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、各種の無線通信機能を備えた携帯型の電子機器の普及が著しい。例えばスマート
フォン（高機能携帯電話機）やタブレット型端末、デジタルカメラ、スポーツウォッチ（
ランニングウォッチ）、登山用ＧＰＳ機器等の種々の電子機器において、公衆の無線通信
回線（携帯電話回線、高速データ通信回線等）への接続機能や、無線ＬＡＮ（Local Area
 Network）やブルートゥース（Bluetooth；登録商標）等の近距離無線通信機能、ＧＰＳ
（Global Positioning System；全地球測位システム）衛星からの電磁波を利用した測位
機能を搭載したものが知られている。
【０００３】
　特に、近年の健康志向の高まりや趣味の多様化等により、日常的にウォーキングやラン
ニング、サイクリング等の運動を行って健康状態を維持、増進する人々や、登山やトレッ
キング等により自然の中で過ごす趣味を持つ人々が増えている。このような場面で利用さ
れるスポーツウォッチやアウトドア用の電子機器においては、小型軽量であることに加え
、例えば無線ＬＡＮやブルートゥース（登録商標）等の近距離無線通信機能や、ＧＰＳに
よる測位機能、時刻修正機能を備えた高機能な機器であることが求められている。現在、
このような要望に対応する機器が種々商品化されている。このような電子機器については
、例えば特許文献１に、ＧＰＳ衛星からの電磁波を受信するための方形状のパッチアンテ
ナが、筐体内の略中央に配置された構造を有する腕時計型端末が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－２０８９４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述した特許文献１に記載されているような腕時計型端末においては、小型筐体に多く
の電子部品を内蔵する必要があるため、ＧＰＳや各種の無線通信のためのアンテナとして
、小型のものを適用せざるを得ないという制約がある。そのため、電磁波の送受信特性の
劣化や、電磁波の狭帯域化等の無線通信機能の性能劣化を招くという問題を有していた。
【０００６】
　また、特許文献１に示したような方形型のパッチアンテナ等を適用した場合、良好な送
受信特性を実現するためには、アンテナのサイズ（面積と厚み）を考慮する必要がある。
ここで、アンテナの性能を高めるためにアンテナを大型化した場合には、周辺の電子部品
のレイアウト設計や、腕時計型端末（電子機器）の筐体のデザインに影響を与える可能性
があり、一方、筐体を小型化、薄型化しようとすると、アンテナの構造設計やアンテナの
性能に制約が生じることがあるという問題も有していた。
【０００７】
　そこで、本発明の目的は、上述した問題点に鑑み、各種の無線通信やＧＰＳ等に適用さ
れるアンテナ装置の実装スペースを狭小化することができて、設計上の制約を抑制しつつ
電磁波の送受信特性に優れたアンテナ装置、及び、当該アンテナ装置を備えた電子機器を
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００８】
　本発明に係る第１のアンテナ装置は、
　少なくとも一つの特定の周波数の電磁波を送信又は受信するアンテナ素子と、
　前記アンテナ素子と離間して前記アンテナ素子に対向して配置され、導電性を有する材
料により形成され、無給電素子をなす導電性素子と、
　内部に密閉された空間を有する筐体と、
を備え、
　前記アンテナ素子は、前記筐体の内部に設けられており、
　前記導電性素子は、
　前記筐体に取り付けられたバンド部材内に設けられ、
　前記アンテナ素子と電磁界結合して、前記特定の周波数に対して共振して、前記電磁波
を送信又は受信し、
　前記バンド部材の、前記導電性素子に接している領域の部材は、絶縁性を有する部材に
より形成され、
　前記導電性素子は、
　直線状の第１の辺と直線状の第２の辺とを有し、
　前記第１の辺及び前記第２の辺は、それぞれ前記特定の周波数の波長の１／２ｎ（ｎ＝
０、１、２、３、・・）の長さを有し、
　前記導電性素子は、前記第１の辺と前記第２の辺とが互いに交差する方向に延在して、
屈曲した形状を有していることを特徴とする。
　本発明に係る第２のアンテナ装置は、
　少なくとも一つの特定の周波数の電磁波を送信又は受信するアンテナ素子と、
　前記アンテナ素子と離間して前記アンテナ素子に対向して配置され、導電性を有する材
料により形成され、無給電素子をなす導電性素子と、
　内部に密閉された空間を有する筐体と、
を備え、
　前記アンテナ素子は、前記筐体の内部に設けられており、
　前記導電性素子は、
　前記筐体の外面又は前記筐体を構成する部材内の、前記アンテナ素子に対向する位置に
設けられ、
　前記アンテナ素子と電磁界結合して、前記特定の周波数に対して共振して、前記電磁波
を送信又は受信し、
　前記筐体の、前記導電性素子に接している領域の部材は、絶縁性を有する材料により形
成され、
　前記導電性素子は、直線状の第１の辺を有し、
　前記第１の辺の長さは前記特定の周波数の波長の１／２ｎ（ｎ＝０、１、２、３、・・
）の長さに設定されていることを特徴とする。
 
 
【０００９】
　本発明に係る電子機器は、
　外部の機器との通信を制御する通信制御機能を有する電子機器本体部と、
　上記のアンテナ装置と、
　を備え、
　前記アンテナ装置に前記電子機器本体部から信号が供給されていることを特徴とする。
 
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、各種の無線通信やＧＰＳ等に適用されるアンテナ装置の実装スペース
を狭小化することができて設計上の制約を抑制するとともに、優れた電磁波の放射特性を
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実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明に係るアンテナ装置を適用した電子機器の第１の実施形態を示す概略構成
図である。
【図２】第１の実施形態に係る電子機器の要部の拡大断面図である。
【図３】第１の実施形態に係る電子機器の要部の拡大断面図である。
【図４】第１の実施形態に係るアンテナ装置における導電性素子の配置と、電磁波の送受
信特性との関係（シミュレーション結果）を示す図（その１）である。
【図５】第１の実施形態に係るアンテナ装置における導電性素子の配置と、電磁波の送受
信特性との関係（シミュレーション結果）を示す図（その２）である。
【図６】第１の実施形態に係るアンテナ装置における導電性素子の長さと、電磁波の送受
信特性との関係（シミュレーション結果）を示す図である。
【図７】第１の実施形態に係るアンテナ装置における放射特性を示す図（シミュレーショ
ン結果）である。
【図８】第１の実施形態に係るアンテナ装置を適用した電子機器の変形例を示す概略構成
図である。
【図９】第１の実施形態に係るアンテナ装置を適用した電子機器の他の変形例を示す概略
構成図である。
【図１０】第２の実施形態に係る電子機器を示す概略構成図である。
【図１１】第２の実施形態に適用される導電性素子を示す概略構成図である。
【図１２】第２の実施形態に係るアンテナ装置におけるシミュレーション実験に適用した
パラメータを説明するための図である。
【図１３】第２の実施形態に係るアンテナ装置における導電性素子の形状及び配置時の傾
斜角度と、電磁波の放射効率との関係（シミュレーション結果）を示す図である。
【図１４】第２の実施形態に係るアンテナ装置におけるシミュレーション実験に適用した
パラメータを説明するための図である。
【図１５】第２の実施形態に係るアンテナ装置における導電性素子の配置と、電磁波の放
射効率との関係（シミュレーション結果）を示す図である。
【図１６】第２の実施形態の比較例となるアンテナ装置における放射特性を示す図（実測
結果）である。
【図１７】第２の実施形態に係るアンテナ装置における放射特性を示す図（シミュレーシ
ョン結果）である。
【図１８】第３の実施形態に係る電子機器に適用される導電性素子を示す概略構成図であ
る。
【図１９】第３の実施形態に係るアンテナ装置における放射特性を示す図（シミュレーシ
ョン結果）である。
【図２０】第３の実施形態に係る電子機器に適用される導電性素子の変形例を示す概略構
成図である。
【図２１】本発明に係るアンテナ装置を適用した電子機器の他の適用例を示す概略構成図
（その１）である。
【図２２】本発明に係るアンテナ装置を適用した電子機器の他の適用例を示す概略構成図
（その２）である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明に係るアンテナ装置及び電子機器について、実施形態を示して詳しく説明
する。
　＜第１の実施形態＞
【００１３】
　図１は、本発明に係るアンテナ装置を適用した電子機器の第１の実施形態を示す概略構
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成図である。ここで、図１（ａ）は、本実施形態に係る電子機器の外観構成を示す斜視図
であり、図１（ｂ）は、図１（ａ）に示した電子機器におけるＩＢ－ＩＢ線（本明細書に
おいては図１中に示したローマ数字の「１」に対応する記号として便宜的に「Ｉ」を用い
る。以下同じ。）に沿って矢視した側面を示す図であり、図１（ｃ）は、図１（ａ）に示
した電子機器におけるＩＣ－ＩＣ線に沿って矢視した側面を示す図である。なお、図１に
おいては、図示を明瞭にするために、導電性素子に便宜的にハッチングを施して示した。
また、図２は、本実施形態に係る電子機器の要部の拡大断面図である。ここで、図２（ａ
）は、図１（ｃ）に示したIIＡ部（本明細書においては図１中に示したローマ数字の「２
」に対応する記号として便宜的に「II」を用いる）の拡大断面図であり、図２（ｂ）、（
ｃ）は、当該IIＡ部の他の構成例を示す図である。
【００１４】
　第１の実施形態に係る電子機器１００Ａは、例えば図１（ａ）～（ｃ）に示すように、
矩形状の平面形状を有する一対の面（図面上面及び下面）が対向して配置された筐体１１
０を有している。筐体１１０の一面側（図面上面側）には、例えば表示部１１１が組み込
まれ、電子機器１００Ａの動作や機能に応じた種々の情報が表示される。また、筐体１１
０の内部には、アンテナ素子１１２が設けられている。アンテナ素子１１２は、例えば図
２（ａ）に示すように、絶縁性の回路基板１１４上に、通信回路（図示を省略）とともに
搭載された構成を有している。上記のアンテナ素子１１２に対向する筐体１１０の一側面
（図１（ａ）手前側の側面）の外面には、当該側面の延在方向（図１（ｂ）の左右方向）
に沿って、導電性素子１１３が設けられている。ここで、本発明に係るアンテナ装置は、
少なくとも上記のアンテナ素子１１２と導電性素子１１３とを含む構成に対応している。
【００１５】
　電子機器１００Ａの筐体１１０は、少なくとも筐体１１０の内部に設けられたアンテナ
素子１１２と対向し、かつ、導電性素子１１３が設けられている領域及びその近傍（具体
的には、図２（ａ）に示す導電性素子１１３が設けられる領域の側面部分及びその近傍）
が、樹脂材料等の絶縁性部材により形成されている。
【００１６】
　アンテナ素子１１２及び回路基板１１４を含む通信回路は、例えば無線ＬＡＮやブルー
トゥース（登録商標）等の近距離無線通信技術を用いて、電子機器１００Ａと外部の他の
通信機器（ネットワーク機器やパーソナルコンピュータ等）との間で各種データを送受信
する機能や、ＧＰＳ衛星からの電磁波を受信して、電子機器１００Ａを携帯する利用者の
現在位置を測定する機能等を実現する。通信回路は、所望の通信機能を実現するために、
アンテナ素子１１２を介して、所定の周波数の電磁波を送受信する。ここで、アンテナ素
子１１２は、送受信する電磁波やその通信方式等に応じて、直線偏波用や円偏波用の各種
のアンテナが適用される。また、電子機器１００Ａにより実現される通信機能に応じて、
回路基板１１４上には、１乃至複数のアンテナ素子が搭載される。なお、図１（ａ）、図
２（ａ）においては、アンテナ素子１１２として、小型かつ薄型の筐体１１０であっても
内蔵が可能な直線偏波用のチップアンテナを適用した構成を示す。
【００１７】
　導電性素子１１３は、例えば銅等の金属材料や導電性の樹脂材料等により構成される導
電性部材が適用され、アンテナ素子１１２に対向する、筐体１１０の側面の任意の領域に
設けられている。ここで、導電性素子１１３は、アンテナ素子１１２から放射される電磁
波の偏波方向と導電性素子１１３の延在方向とが一致又は略一致するように設けられてい
る。具体的には、導電性素子１１３は、図１（ａ）、（ｂ）に示すように、筐体１１０の
側面の延在方向に沿って、直線状の棒状部材や薄板、薄膜、カーボンメッシュ等により形
成されている。また、導電性素子１１３は、筐体１１０の側面に沿って設けられる延在方
向の長さ（寸法）が、アンテナ素子１１２により送受信を行う電磁波の波長λの例えば１
／２ｎ（ｎ＝０、１、２、３：実質的にはλ、λ／２、λ／４、λ／８）になるように設
定されている。
【００１８】
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　なお、導電性素子１１３として導電性の棒状部材や薄板を用いる場合には、例えば図２
（ａ）に示すように、一部が露出するように筐体１１０の側面に埋め込まれた構成や、当
該側面に貼り付けられた構成を適用することができる。また、導電性素子１１３として導
電性の薄膜等を用いる場合には、例えば導電性を有する塗装材料を筐体１１０の側面に直
接塗布したものや、導電性の薄膜を筐体１１０に貼り付けたもの、金属蒸着法やスパッタ
リング法により形成したもの等を適用することができる。
【００１９】
　すなわち、本実施形態に適用される導電性素子１１３は、筐体１１０の内部に設けられ
たアンテナ素子１１２により送受信される電磁波の周波数で共振する配置、形状及び寸法
を有し、当該電磁波を伝搬するためにアンテナ素子１１２から放射される電磁波に対して
共振して、同等又はより強い電磁波を筐体１１０の外部へ放射する、いわゆる導波器とし
ての機能を実現するように構成されている。ここで、本実施形態に係るアンテナ装置にお
いては、電磁波に対して良好に共振するための構成として、上述したアンテナ素子１１２
から放射される電磁波の偏波方向と導電性素子１１３の延在方向との関係や、導電性素子
１１３の形状や寸法、アンテナ素子１１２と導電性素子１１３との離間距離等の種々の要
素のうち、いずれか一つ、又は、任意の組み合わせを適用するものであってもよいし、さ
らに他の要素（例えば導電性素子１１３を構成する材料等）を適用するものであってもよ
い。導電性素子１１３の具体的な形状や寸法、配置等については、後述するシミュレーシ
ョン結果の検証において詳しく説明する。
【００２０】
　なお、本実施形態に係る電子機器１００Ａにおいては、図１、図２（ａ）に示したよう
に、筐体１１０の側面（外面）に、少なくとも一部が露出するように導電性素子１１３が
設けられた構成を示したが、本発明はこれに限定されるものではない。本発明に適用され
る導電性素子１１３は、例えば図２（ｂ）に示すように、筐体１１０の側面の肉厚部の内
部に、インサート成形法等を用いて埋め込まれているものであってもよいし、筐体１１０
と同じ絶縁性材料により形成されたカバー部材により被覆されているものであってもよい
。また、導電性素子１１３は、例えば図２（ｃ）に示すように、アンテナ素子１１２に対
向する筐体１１０の内面側に設けられているものであってもよい。このように、導電性素
子１１３は、アンテナ素子１１２に対向する領域に設けられるものであれば、筐体１１０
の外部に露出しない構成を適用するものであってもよい。さらに、導電性素子１１３の他
の構成としては、導電性の樹脂材料を適用し、絶縁性の樹脂材料により形成される筐体１
１０の、アンテナ素子１１２に対向する領域の側面部分に、２色成形法等を用いて筐体１
１０と一体的に形成された構成を適用するものであってもよい。
【００２１】
　上述したような構成を有するアンテナ装置を備えた電子機器１００Ａにおいては、筐体
１１０の内部に設けられたアンテナ素子１１２から放射された電磁波が、アンテナ素子１
１２に対して所定の配置（延在方向及び離間距離）、形状や寸法で設けられた導電性素子
１１３により励振されて再放射されることにより、電磁波を筐体１１０の内部に閉じ込め
ることなく外部に放射することができる。これにより、簡易かつ小型の構成で電磁波の送
受信特性（アンテナ特性）を向上させることができる。
【００２２】
　また、本実施形態においては、上記のように、筐体１１０の側面に設けられた導電性素
子１１３により、電磁波の送受信特性を向上させることができるので、筐体１１０の内部
に設けられるアンテナ素子１１２として、小型や薄型のアンテナを適用することができる
。これにより、筐体１１０に内蔵されたアンテナ素子が、周辺の電子部品のレイアウト設
計や、筐体のデザインに与える影響を抑制することができる。
【００２３】
　さらに、本実施形態において、導電性素子１１３を筐体１１０の側面及びその近傍に露
出して設けた構成を適用した場合には、当該導電性素子１１３が電子機器１００Ａの利用
者だけでなく、多くの人に視覚的に認識されることになる。この場合、少なくとも上記の
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電磁波に対して共振する機能を確保しつつ、導電性素子１１３の素材や形状等を任意に変
更することにより、露出した導電性素子１１３を筐体１１０の装飾やデザインの一部とし
て適用する（組み入れる）ことができ、電子機器の商品価値を高めることができる。
【００２４】
　次に、本実施形態における効果（電磁波の送受信特性の改善効果）について、シミュレ
ーション実験の結果を示して具体的に説明する。
　まず、本実施形態に係るアンテナ装置におけるアンテナ素子１１２に対する導電性素子
１１３の配置と、電磁波の送受信特性との関係について説明する。
【００２５】
　図３は、本実施形態に係るアンテナ装置におけるシミュレーション実験に適用したパラ
メータを説明するための図である。ここで、図３（ａ）は、本実施形態に係る導電性素子
のアンテナ素子（裏蓋端部）からの離間距離（遠近方向の距離）を説明するための図であ
り、図３（ｂ）は、本実施形態に係る導電性素子のアンテナ素子（裏蓋端部）に対する相
対位置（上下方向の位置）を説明するための図である。また、図４、図５は、本実施形態
に係るアンテナ装置における導電性素子の配置と、電磁波の送受信特性との関係（シミュ
レーション結果）を示す図である。ここで、図４（ａ）及び図５は、本実施形態に係る導
電性素子のアンテナ素子（裏蓋端部）からの離間距離と、電磁波の送受信感度に相当する
電磁波の送受信特性と、の関係、及び、同離間距離と共振周波数との関係を示す図である
。また、図４（ｂ）は、本実施形態に係る導電性素子のアンテナ素子（裏蓋端部）に対す
る相対位置と送受信特性との関係、及び、同相対位置と共振周波数との関係を示す図であ
る。
【００２６】
　本実施形態においては、次のような条件を有する電子機器（アンテナ装置）を対象にし
てシミュレーション実験を実行した。一般に、携帯型の電子機器においては、アンテナ素
子の周辺に導電性の部品が配置された構成や、防水性能を高めるため、金属製の裏蓋を備
えた構成が採用されている。このような導電性の部品や裏蓋は、アンテナ装置の特性に大
きな影響を与えることが知られている。
【００２７】
　そこで、本実施形態においては、実製品に近い条件でシミュレーション実験を行うため
に、図３（ａ）、（ｂ）に示すように、上述した電子機器１００Ａの他面側（図１、図２
の下面側）に、金属製の裏蓋が設けられた構成を有する電子機器を対象として各パラメー
タを設定した。すなわち、本実施形態に係る導電性素子１１３のアンテナ素子１１２から
の遠近方向の距離（離間距離）として、図３（ａ）に示すように、筐体１１０の他面側に
設けられた裏蓋１１５の端部から導電性素子１１３までの水平方向（図面左右方向）の距
離Ｌａを規定した（以下、便宜的に「離間距離Ｌａ」と記す）。また、本実施形態に係る
導電性素子１１３のアンテナ素子１１２に対する上下方向の位置（相対位置）として、図
３（ｂ）に示すように、筐体１１０の他面側に設けられた裏蓋１１５の底面から導電性素
子１１３までの垂直方向（図面上下方向）の距離Ｈａを規定した（以下、便宜的に「相対
位置Ｈａ」と記す）。なお、このシミュレーション実験においては、導電性素子１１３と
して、断面が１ｍｍ角（１ｍｍ×１ｍｍ）で、延在方向の長さが３１．１ｍｍの銅製の部
材を用いた。また、アンテナ素子１１２が送受信する電磁波の周波数をＧＰＳに適用され
る１．５７５４２ＧＨｚに設定した。
【００２８】
　図３（ｂ）に示した導電性素子１１３の裏蓋１１５の端部からの相対位置Ｈａを０ｍｍ
に設定した状態（相対位置Ｈａ＝０ｍｍ；裏蓋１１５の底面と面一）で、図３（ａ）に示
した導電性素子１１３の裏蓋１１５の端部からの離間距離Ｌａを変えながら、電磁波の放
射効率、及び、共振周波数を導出するシミュレーション実験により、図４（ａ）に示すよ
うな結果が得られた。電磁波の放射効率は、その値が大きいほど電磁波の受信感度又は送
信効率が高く、電磁波の送受信特性が良好であることを示している。ここで、離間距離Ｌ
ａや相対位置Ｈａを変えたときに、電磁波の放射効率が最も高くなる周波数が変化するた
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め、図４（ａ）では、各離間距離Ｌａにおいて、この放射効率が最大となる周波数での放
射効率の値を「効率」として示し、この放射効率が最大となる周波数（共振周波数）を「
周波数」として示している。後述する図４（ｂ）、図５、図６、図１３、図１５において
も同様である。また、図４、図５では、比較のために、導電性素子１１３を有していない
、従来の構造の場合の電磁波の放射効率の値を「従来効率」として示している。図４（ａ
）によれば、離間距離Ｌａを概ね０．２ｍｍ以上に設定した場合に、高い放射効率が得ら
れ、特に概ね０．３ｍｍに設定した状態（図中「Ｂ」）で放射効率が最大値を示し、離間
距離Ｌａが概ね０．２ｍｍから２ｍｍの間で、放射効率が、導電性素子１１３を有してい
ない従来の場合より高くなる傾向を示した。また、離間距離Ｌａを概ね１．０ｍｍ以上に
設定した場合に、共振周波数が安定する傾向を示した。
【００２９】
　なお、図４（ａ）に示した結果では、離間距離Ｌａが小さい（すなわち、導電性素子１
１３が裏蓋１１５の端部に近い）ほど、放射効率が高くなる傾向を示したが、極端に小さ
い場合（離間距離Ｌａが概ね０．１ｍｍ）や、導電性素子１１３が裏蓋１１５に接触した
状態（離間距離Ｌａが０ｍｍ）には、放射効率が大幅に劣化する（不安定になる）現象が
観測された。また、離間距離Ｌａが小さいほど（離間距離Ｌａが概ね０．５ｍｍ以下）、
共振周波数が不安定になる現象が観測された。
【００３０】
　次いで、上述したシミュレーション実験の結果（図４（ａ））に基づいて、高い放射効
率が得られるとともに、安定した共振周波数を示すように、導電性素子１１３を裏蓋１１
５の端部から１．０ｍｍ離した状態（離間距離Ｌａ＝１．０ｍｍ）で、導電性素子１１３
の裏蓋１１５の端部からの相対位置Ｈａを変えながら、電磁波の放射効率、及び、共振周
波数を導出するシミュレーション実験により、図４（ｂ）に示すような結果が得られた。
これによれば、相対位置Ｈａを概ね１ｍｍ以上に設定した場合に、高い放射効率が得られ
、特に概ね５ｍｍに設定した状態で放射効率が最大値を示し、相対位置Ｈａが概ね１ｍｍ
から８ｍｍの間で、放射効率が、導電性素子１１３を有していない場合より高くなる傾向
を示した。ここで、相対位置Ｈａを概ね５ｍｍに設定した状態は、アンテナ素子１１２の
直上（図３では左方の対向位置）に導電性素子１１３を配置した状態に相当する。また、
相対位置Ｈａを概ね１．０ｍｍ以上に設定した場合に、共振周波数が安定する傾向を示し
た。
【００３１】
　次いで、上述したシミュレーション実験の結果（図４（ｂ））に基づいて、高い放射効
率が得られるとともに、安定した共振周波数を示すように、導電性素子１１３を裏蓋１１
５の端部から５ｍｍの位置に設定した状態（相対位置Ｈａ＝５ｍｍ；アンテナ素子１１２
の直上位置）で、導電性素子１１３の裏蓋１１５の端部からの離間距離Ｌａを変えながら
、電磁波の放射効率、及び、共振周波数を導出するシミュレーション実験により、図５に
示すような結果が得られた。これによれば、離間距離Ｌａを概ね１．１ｍｍに設定した状
態（図中「Ｃ」）で放射効率が最大値を示し、離間距離Ｌａが概ね４ｍｍ以下のとき、放
射効率が、導電性素子１１３を有していない場合より高くなる傾向を示した。また、離間
距離Ｌａを概ね１．０ｍｍ以上に設定した場合に、共振周波数が安定する傾向を示した。
なお、図５に示した結果では、離間距離Ｌａが大きい（すなわち、導電性素子１１３が裏
蓋１１５の端部から遠い）ほど、放射効率が低くなる傾向を示したが、離間距離Ｌａが概
ね１ｍｍ以下の場合には、放射効率に周期的な変化（図中「Ｄ」）が見られ、不安定にな
る現象が観測された。
【００３２】
　次に、本実施形態に係るアンテナ装置におけるアンテナ素子１１２の長さ（寸法）と、
電磁波の放射効率との関係について説明する。
　図６は、本実施形態に係るアンテナ装置における導電性素子の長さと、電磁波の放射効
率との関係（シミュレーション結果）を示す図である。ここで、図６（ａ）は、本実施形
態に係る導電性素子を裏蓋に接触させた状態（導通状態）における、導電性素子の長さと
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放射効率との関係、及び、同長さと共振周波数との関係を示す図である。また、図６（ｂ
）は、本実施形態に係る導電性素子を裏蓋から離間させた状態（非導通状態）における、
導電性素子の長さと放射効率との関係、及び、同長さと共振周波数との関係を示す図であ
る。
【００３３】
　図３（ｂ）に示した相対位置Ｈａを０ｍｍに設定し、かつ、図３（ａ）に示した離間距
離Ｌａを０ｍｍに設定した状態（導電性素子１１３が裏蓋１１５に接触した状態）で、上
述したシミュレーション実験と同等の形状、及び、延在方向の長さ（３１．１ｍｍ）を有
する導電性素子１１３を基準として、その長さを変えながら、電磁波の放射効率、及び、
共振周波数を導出するシミュレーション実験により、図６（ａ）に示すような結果が得ら
れた。これによれば、導電性素子１１３の長さを概ね７５ｍｍ以上に長く設定した場合、
放射効率が劣化する現象が観測された。また、導電性素子１１３の長さが長いほど（概ね
５０ｍｍ以上）共振周波数が比較的大きく変化する現象が観測された。
【００３４】
　これに対して、図３（ａ）に示した離間距離Ｌａを０．５ｍｍに設定した状態（導電性
素子１１３を裏蓋１１５の端部から０．５ｍｍ離した状態）で、導電性素子１１３の延在
方向の長さを変えながら、電磁波の放射効率、及び、共振周波数を導出するシミュレーシ
ョン実験により、図６（ｂ）に示すような結果が得られた。これによれば、導電性素子１
１３の長さを概ね７５ｍｍ以上に長く設定した場合であっても、高い放射効率が得られ、
特に概ね７５ｍｍに設定した状態で放射効率が最大値を示した。また、導電性素子１１３
の長さが長いほど（概ね７５ｍｍ以上）共振周波数が安定する傾向を示した。ここで、図
６（ａ）、（ｂ）に示した導電性素子１１３の延在方向の長さは、基準値（初期値）が３
１．１ｍｍに設定されているので、導電性素子１１３の全長は概ね１０６ｍｍ（＝３１．
１＋７５）になる。一方、ＧＰＳに適用される電磁波の周波数は１．５７５４２ＧＨｚで
あるので、上記の導電性素子１１３の全長１０６ｍｍは、この場合の電磁波の波長λの概
ね１／２（＝λ／２）に相当する。
【００３５】
　なお、図示を省略したが、発明者らは、同様のシミュレーション実験により、放射効率
の導出に用いた電磁波の波長λの概ね１／２ｎ（ｎ＝０、１、２、３、・・・）の長さに
対応するように、上記の導電性素子１１３の全長を設定することにより、当該長さの近傍
で概ね高い放射効率及び安定した共振周波数が得られる傾向があることを確認した。
【００３６】
　したがって、上述した各シミュレーション実験の結果に基づいて、アンテナ素子に対す
る導電性素子の配置や、当該導電性素子の形状及び寸法（長さ）を適切に設定することに
より、アンテナ素子により送受信する電磁波の周波数で共振して、電磁波に対して良好に
共振することができるアンテナ装置を実現することができる。
【００３７】
　次に、上述したシミュレーション実験の結果に基づいて高い放射効率及び安定した共振
周波数が実現されるように、配置や形状、寸法が設定された導電性素子を用いて、本実施
形態に係るアンテナ装置の放射特性について説明する。ここでは、アンテナ装置に本実施
形態に係る導電性素子を備えていない構成（以下、「比較例」と記す）を用いて、比較検
証する。
【００３８】
　図７は、本実施形態に係るアンテナ装置における放射特性を示す図（シミュレーション
結果）である。図７（ａ）は、本実施形態の比較例となるアンテナ装置における放射特性
を示す図であり、図７（ｂ）は、本実施形態に係るアンテナ装置における放射特性を示す
図である。
【００３９】
　まず、上述した電子機器１００Ａにおいて、筐体１１０の側面に導電性素子１１３が設
けられていない構成を有する比較例における電磁波の放射特性について説明する。比較例
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において、ＧＰＳに適用される１．５７５４２ＧＨｚ（概ね１．６ＧＨｚ）の周波数の電
磁波を、直線偏波型のアンテナ素子を用いて送受信した際の放射特性を導出するシミュレ
ーション実験を行った結果、図７（ａ）に示すような放射パターンが得られた。ここで、
図１に示した電子機器１００Ａを参照して比較例について説明すると、図７（ａ）は、筐
体１１０において、表示部１１１が設けられた一面（又は他面）を含む平面における全周
方向（０～３６０°）の放射パターンである。このシミュレーション実験により得られた
、比較例の平均利得は－６．３５ｄＢｉであった。
【００４０】
　これに対して、筐体１１０の内部に設けられたアンテナ素子１１２に対向する側面に、
上述したシミュレーション実験の結果に基づいて、高い放射効率及び安定した共振周波数
が実現されるように、導電性素子１１３が適切な配置や形状、寸法に設定された本実施形
態において、上述した比較例と同一条件で放射特性を導出するシミュレーション実験を行
った結果、図７（ｂ）に示すような放射パターンが得られた。このシミュレーション実験
により得られた、本実施形態の平均利得は－５．９ｄＢｉであった。このことから、本実
施形態に係る構成によれば、導電性素子１１３が設けられていない構成（比較例）に比較
して、利得が改善（概ね０．４５ｄＢｉ）することが判明した。
【００４１】
　本実施形態における放射特性の改善効果について検証する。一般に、腕時計型端末等の
小型の電子機器においては、筐体が小型や薄型で密閉構造であるため、内部に実装される
アンテナ装置は、十分な放射抵抗を得ることができず、また、必要な接地（グラウンド）
板もサイズを小さくしなければならない。そのため、アンテナ装置における放射効率が悪
く、給電される電力の多くが熱として消費され、この消費エネルギーの多くが電子機器の
筐体周辺に近傍電磁波を発生させたり、筐体に意図しない多量のリーク電流（漏れ電流）
として滞在したりすることになる。これにより、本来の電磁波の送受信に直接関与する電
磁波が影響を受けて、その放射特性が悪化し、電子機器の通信状態が不安定になるという
問題を有していた。
【００４２】
　そこで、本実施形態においては、筐体１１０の内部に設けられたアンテナ素子１１２に
対向する側面に導電性素子１１３を配置した構成を適用している。これにより、導電性素
子１１３により、上述した近傍電磁波やリーク電流を生じるエネルギーを効率的に受け、
アンテナ素子１１２から放射された電磁波に対して共振して、筐体１１０の外部方向に効
率良く再放射させることができる。したがって、本実施形態によれば、図３に示したよう
に、平均利得を改善させて放射特性を向上させたアンテナ装置を実現することができる。
【００４３】
　＜第１の実施形態の変形例＞
　次に、上述した第１の実施形態の変形例について説明する。
　図８は、第１の実施形態に係るアンテナ装置を適用した電子機器の変形例を示す概略構
成図である。ここで、図８（ａ）は、本実施形態に係る電子機器の外観構成を示す斜視図
であり、図８（ｂ）は、図８（ａ）に示した電子機器におけるVIIIＢ－VIIIＢ線（本明細
書においては図８中に示したローマ数字の「８」に対応する記号として便宜的に「VIII」
を用いる。以下同じ。）に沿って矢視した側面を示す図であり、図８（ｃ）は、図８（ａ
）に示した電子機器におけるVIIIＣ－VIIIＣ線に沿って矢視した側面を示す図である。図
９は、第１の実施形態に係るアンテナ装置を適用した電子機器の他の変形例を示す概略構
成図である。なお、図８、図９においても、図示を明瞭にするために、導電性素子に便宜
的にハッチングを施して示した。また、上述した実施形態と同等の構成については同一の
符号を付して説明を簡略化する。
【００４４】
　上述した第１の実施形態においては、筐体１１０の内部に設けられたアンテナ素子１１
２に対向する筐体１１０の一側面にのみ、導電性素子１１３を設けた構成を示した。本実
施形態の変形例においては、例えば図８（ａ）～（ｃ）に示すように、アンテナ素子１１
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２に対向する側面（図８（ａ）手前側の側面）を含む、筐体１１０の４側面の各々に個別
に導電性素子１１３ａ～１１３ｄを設けた構成を有している。
【００４５】
　このような構成を有するアンテナ装置を備えた電子機器１００Ａによれば、上述した実
施形態と同様に、電磁波の放射特性（アンテナ特性）を向上させることができる。特に、
筐体１１０の各側面に導電性素子１１３が設けられているので、アンテナ素子１１２から
放射され、筐体１１０の内部に閉じ込められた電磁波を、４方向に配置された導電性素子
１１３より受けて励起し、筐体１１０の外部に再放射することができるので、電磁波の放
射特性をより向上させることができる。
【００４６】
　また、本実施形態においては、導電性素子１１３が筐体１１０の各側面に露出して設け
られているので、導電性素子１１３の素材や形状等を任意に設定することにより、筐体１
１０の装飾やデザインとしての統一感を持たせることができ、より多様なデザインの創出
に寄与することができる。
【００４７】
　なお、図８においては筐体の４側面の全てに導電性素子を個別に設けた構成を示したが
、本発明はこれに限定されるものではない。例えば図９（ａ）に示すように、筐体１１０
の対向する２側面（図ではアンテナ素子１１２に近接する側面と、それに対向する側面）
に個別に導電性素子１１３ａ、１１３ｂを設けた構成を有しているものであってもよい。
また、例えば図９（ｂ）に示すように、筐体の３側面（図ではアンテナ素子１１２に近接
する側面と、それに隣接する両側面）に個別に導電性素子１１３ａ、１１３ｃ、１１３ｄ
を設けた構成を有しているものであってもよい。さらに、例えば図９（ｃ）に示すように
、相互に隣接する任意の複数の側面（図ではアンテナ素子１１２に近接する側面と、それ
に隣接する両側面の、計３側面）に連続して一体的に形成された導電性素子１１３ｅを設
けた構成を有しているものであってもよい。
【００４８】
　＜第２の実施形態＞
　次に、本発明に係るアンテナ装置を適用した電子機器の第２の実施形態について説明す
る。
【００４９】
　図１０は、第２の実施形態に係る電子機器を示す概略構成図である。ここで、図１０（
ａ）は、本実施形態に係る電子機器の外観構成を示す斜視図であり、図１０（ｂ）は、図
１０（ａ）に示した電子機器をベルト部側から見た側面を示す図であり、図１０（ｃ）は
、図１０（ｂ）に示した電子機器におけるＸＣ－ＸＣ線（本明細書においては図１０中に
示したローマ数字の「１０」に対応する記号として便宜的に「Ｘ」を用いる。）に沿った
断面構造を示す概略図である。なお、図１０（ａ）、（ｂ）においては、図示を明瞭にす
るために、導電性素子に便宜的にハッチングを施して示した。また、上述した第１の実施
形態と同等の構成については同一の符号を付して説明を簡略化する。図１１は、本実施形
態に適用される導電性素子を示す概略構成図である。ここで、図１１（ａ）、（ｂ）は、
ベルト部への導電性素子の組み付け構造を示す概略図であり、図１１（ｃ）～（ｅ）は、
導電性素子の他の平面形状を示す概略図である。
【００５０】
　上述した第１の実施形態においては、単体の筐体１１０からなる電子機器１１０Ａにお
いて、筐体１１０の１乃至複数の側面に導電性素子１１３を設けた構成を示した。第２の
実施形態においては、機器本体に一体的にベルト部が付設された腕時計型の電子機器にお
いて、当該ベルト部に導電性素子が設けられた構成を有している。
【００５１】
　具体的には、第２の実施形態に係る電子機器１００Ｂは、例えば図１０（ａ）～（ｃ）
に示すように、上述した第１の実施形態に示した電子機器１００Ａと同等の構成を有する
機器本体（筐体）１０１と、機器本体１０１を手首等の人体に装着するためのベルト部（
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バンド部材）１０２と、を備えた腕時計型の構成を有している。
【００５２】
　機器本体１０１は、上述した電子機器１００Ａと同様に、内部にアンテナ素子１１２が
設けられている。ここで、本実施形態に係る機器本体１０１においては、アンテナ素子１
１２に対向する機器本体１０１の側面には、導波器として機能する導電性素子は設けられ
ていない。
【００５３】
　ベルト部１０２は、ウレタン樹脂等の絶縁性材料からなる帯状部材より構成され、機器
本体１０１の対向する一対の側面近傍であって、機器本体１０１の他面側（図面下面側）
に、それぞれ取り付けられている。また、機器本体１０１の内部に設けられたアンテナ素
子１１２に対向する、ベルト部１０２の任意の領域には、所定の平面形状を有する導電性
素子１１３ｆが設けられている。ここで、導電性素子１１３ｆは、例えば導電性の薄板や
薄膜からなり、図１１（ａ）、（ｂ）に示すように、ベルト部１０２に設けられた凹状の
収納部１０２ａに導電性素子１１３ｆを収納した状態で、例えばベルト部１０２と同等の
素材のカバー部材１０３により収納部１０２ａを閉止することにより、ベルト部１０２の
内部に組み込まれる。
【００５４】
　導電性素子１１３ｆの平面形状は、例えば図１０（ａ）、（ｂ）に示すように、機器本
体１０１側を基部とする幅広部を有し、ベルト部１０２の先端方向に向かって幅が狭くな
るように形成された一対の突出部が設けられている。このような導電性素子１１３ｆにお
いて、幅広部は、機器本体１０１の内部に設けられるアンテナ素子１１２の延在方向（又
は、機器本体１０１の側面）に対して、所定の離間距離を有して対向するように延在し、
アンテナ素子１１２から放射される電磁波を受ける受け側の辺（第１の辺）Ｓａを有して
いる。また、突出部は、ベルト部１０２の延在方向に沿って突出し、上記受け側の辺Ｓａ
において受けた電磁波に対して共振して再放射するための放射側の辺（第２の辺）Ｓｂを
有している。そして、本実施形態においては、導電性素子１１３ｆの受け側の辺Ｓａと放
射側の辺Ｓｂは、略垂直になるように設定されている。
【００５５】
　ここで、本実施形態においては、導電性素子１１３ｆの受け側の辺Ｓａの長さが、例え
ばアンテナ素子１１２により送受信される電磁波の波長λの１／８（＝λ／８）に設定さ
れ、放射側の辺Ｓｂの長さが、例えば上記波長λの１／４（＝λ／４）に設定されている
。これにより、導電性素子１１３ｆは、上述した第１の実施形態と同様に、アンテナ素子
１１２及びその周辺から放射される電磁波を効率良く受け、一旦電流に変換した後、共振
した電磁波を再び空間に放射する導波器として機能する。
【００５６】
　このような導電性素子１１３ｆは、導電性の薄板や薄膜を所定の平面形状にパターニン
グすることにより形成される。ここで、導電性素子１１３ｆは、上述した第１の実施形態
と同様に、導電性塗料を塗布する手法や、金属蒸着法、スパッタリング法等を適用して形
成することができる。
【００５７】
　なお、導電性素子１１３ｆは、図１０（ａ）、（ｂ）又は図１１（ａ）、（ｂ）に示し
た形状に限定されるものではなく、上述したように、アンテナ素子１１２から放射される
電磁波を受けて励振し、外部に再放射することができる形状や寸法を有するものであれば
、他の平面形状を有するものであってもよい。具体的には、導電性素子１１３ｆは、例え
ば図１１（ｃ）に示すように、略均一な幅の、略コの字型の平面形状を有するものや、例
えば図１１（ｄ）に示すように、図１０（ａ）、（ｂ）に示した導電性素子において、基
部近傍にまで切れ込みを形成した略Ｕ字型の平面形状を有するもの、例えば図１１（ｅ）
に示すように、図１０（ａ）、（ｂ）に示した導電性素子において、基部の幅広部から略
均一な幅の、単一の突出部が形成された平面形状を有するもの等を、良好に適用すること
ができる。
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【００５８】
　また、ベルト部１０２の任意の領域に、導電性素子１１３ｆを設けるための構成につい
ても、図１１（ａ）、（ｂ）に示した組み込み方法に限定されるものではなく、導波器と
しての機能を実現することができるものであれば、他の構造を有するものであってもよい
。具体的には、導電性素子１１３ｆは、上述した第１の実施形態に示したように、絶縁性
材料からなるベルト部１０２の表面に、導電性塗料を塗布する手法や、導電性の薄膜を貼
り付ける手法、金属蒸着法やスパッタリング法等を適用して形成するものであってもよい
。また、導電性素子１１３ｆは、インサート成形法等を用いてベルト部１０２に導電性部
材が埋め込まれているものであってもよいし、２色成形法等を用いてベルト部１０２に導
電性樹脂が一体的に形成されているものであってもよい。
【００５９】
　また、導電性素子１１３ｆは、図１０に示したように、機器本体１０１に付設された一
対のベルト部１０２のうちの一方のみ（アンテナ素子１１２に近接する側のベルト部）に
設けた構成に限定されるものではなく、一対のベルト部１０２の双方に設けた構成を有す
るものであってもよい。このとき、各々のベルト部１０２に設けられる導電性素子１１３
ｆの形状や寸法等を、適切に設定することにより、電磁波の放射特性をさらに向上させる
ことができる。
【００６０】
　このような構成を有するアンテナ装置を備えた電子機器１００Ｂによれば、上述した第
１の実施形態と同様に、機器本体１０１に内蔵されたアンテナ素子１１２に対向するよう
に、ベルト部１０２に導電性素子１１３ｆを配置することができるので、平均利得を改善
させて放射特性を向上させたアンテナ装置を実現することができる。特に、導電性素子１
１３ｆを機器本体１０１に付設されたベルト部１０２の任意の領域に設けることができる
ので、導電性素子１１３ｆの形状の設計自由度を高めることができ、伝送線路を適切に設
計することにより、円偏波に対応したアンテナ装置や、指向性制御が可能なアンテナ装置
を実現することができる。また、この場合、導電性素子１１３ｆを電子機器１００Ｂの装
飾やデザインの一部として組み入れることができ、商品価値を一層高めることができる。
また、導電性素子１１３ｆをベルト部１０２に設けることにより、機器本体１０１の設計
を変更する必要がないので、機器本体の製造方法やコストに影響を与えることなく、ベル
ト部１０２のような付属の部品への適用のみで放射特性を向上させることができる。
【００６１】
　次に、本実施形態における効果（電磁波の放射特性の改善効果）について、シミュレー
ション実験の結果を示して具体的に説明する。
　まず、本実施形態に係るアンテナ装置におけるアンテナ素子１１２に対する導電性素子
１１３の形状及び配置時の傾斜角度と、電磁波の放射効率との関係について説明する。
【００６２】
　図１２は、本実施形態に係るアンテナ装置におけるシミュレーション実験に適用したパ
ラメータを説明するための図である。ここで、図１２（ａ）、（ｄ）は、本実施形態に係
る導電性素子が直線形状を有し、機器本体の側面の延在方向に沿って配置された状態を示
す概略斜視図であり、図１２（ｂ）、（ｅ）は、導電性素子が屈曲形状を有し、傾斜角度
０°で配置された状態を示す概略斜視図であり、図１２（ｃ）、（ｆ）は、導電性素子が
屈曲形状を有し、傾斜角度６０°で配置された状態を示す概略斜視図である。また、図１
３は、本実施形態に係るアンテナ装置における導電性素子の形状及び配置時の傾斜角度と
、電磁波の放射効率との関係（シミュレーション結果）を示す図である。
【００６３】
　本実施形態においては、図１２（ａ）～（ｆ）に示すような構成を有する電子機器（ア
ンテナ装置）を対象にしてシミュレーション実験を実行した。すなわち、図１２（ａ）、
（ｄ）に示すアンテナ装置は、上述した第１の実施形態において検証したシミュレーショ
ン実験の結果に基づいて、アンテナ素子１１２に対する配置や、その形状及び寸法（長さ
）が適切に設定された直線形状の導電性部材から構成される導電性素子１１３を備えてい



(15) JP 5907479 B2 2016.4.26

10

20

30

40

50

る。また、図１２（ｂ）、（ｅ）に示すアンテナ装置は、図１２（ａ）、（ｄ）に示した
直線形状の導電性部材を、所定の位置で直角に折り曲げてコの字状に形成し、さらに傾斜
角度０°で配置した導電性素子１１３を備えている。また、図１２（ｃ）、（ｆ）に示す
アンテナ装置は、図１２（ｂ）、（ｅ）に示したコの字状の導電性部材を、傾斜角度６０
°で配置した導電性素子１１３を備えている。なお、このシミュレーション実験において
は、導電性素子１１３として、断面が１ｍｍ角（１ｍｍ×１ｍｍ）で、延在方向の長さが
１０６．１ｍｍ（＝３１．１＋７５）の銅製の部材を用い、アンテナ素子１１２を用いて
送受信する電磁波の周波数として、ＧＰＳに適用される１．５７５４２ＧＨｚに設定した
。
【００６４】
　図１０に示した構成と同様に、機器本体１０１に一体的に付設されたベルト部１０２の
任意の領域（ここでは機器本体１０１側の端部）に、アンテナ素子１１２に対向するよう
に導電性素子１１３を配置した状態（概ね上述した相対位置Ｈａが０ｍｍとなる裏蓋１１
５と面一の状態）で、図１２（ａ）～（ｃ）に示すように、導電性素子１１３を直線形状
とした場合、及び、導電性素子１１３をコの字型に直角に折り曲げて、さらに傾斜角度を
０°、６０°に設定した場合の、電磁波の放射効率、及び、共振周波数を導出するシミュ
レーション実験により、図１３の左側に示すグラフのような結果が得られた。
【００６５】
　また、上述した第１の実施形態に示した各シミュレーション実験の結果に基づいて、高
い放射効率及び安定した共振周波数を示した、アンテナ素子１１２の直上に導電性素子１
１３を配置した状態（図３に示した左方の対向位置で概ね相対位置Ｈａが５ｍｍとなる状
態）で、図１２（ｄ）～（ｅ）に示すように、導電性素子１１３を直線形状とした場合、
及び、導電性素子１１３をコの字型に直角に折り曲げて、さらに傾斜角度を０°、６０°
に設定した場合の、電磁波の放射効率、及び、共振周波数を導出するシミュレーション実
験により、図１３の右側に示すグラフのような結果が得られた。
【００６６】
　これらのシミュレーション実験の結果によれば、導電性素子１１３をコの字型に折り曲
げた屈曲形状とした場合には、傾斜角度を６０°に設定することにより、導電性素子１１
３を直線形状とした場合と略同等の高い受信感度が得られた。また、屈曲形状の導電性素
子１１３の傾斜角度に関わらず、略同等の共振周波数を示した。
【００６７】
　次に、本実施形態に係るアンテナ装置におけるアンテナ素子１１２の配置時の離間距離
と、電磁波の放射効率との関係について説明する。
　図１４は、本実施形態に係るアンテナ装置におけるシミュレーション実験に適用したパ
ラメータを説明するための図である。ここで、図１４（ａ）、（ｂ）は、本実施形態に係
る導電性素子をベルト部端部の任意の領域に配置した場合に、高い放射効率が得られると
ともに、安定した共振周波数を示す最適位置を初期位置として、当該初期位置からの変位
を示す図である。また、図１４（ｃ）、（ｄ）は、導電性素子をアンテナ素子の直上に配
置した場合に、高い放射効率が得られるとともに、安定した共振周波数を示す最適位置を
初期位置として、当該初期位置からの変位を示す図である。また、図１５は、本実施形態
に係るアンテナ装置における導電性素子の配置と、電磁波の放射効率との関係（シミュレ
ーション結果）を示す図である。ここで、図１５（ａ）は、本実施形態に係る導電性素子
をベルト部端部に配置した状態における、上記初期位置からの変位（高い放射効率が得ら
れるとともに、安定した共振周波数を示す最適位置からの距離）と放射効率との関係、及
び、同変位と共振周波数との関係を示す図である。また、図１５（ｂ）は、本実施形態に
係る導電性素子をアンテナ素子の直上に配置した状態（非導通状態）における、上記初期
位置からの変位（最適位置からの距離）と放射効率との関係、及び、同変位と共振周波数
との関係を示す図である。
【００６８】
　機器本体１０１に一体的に付設されたベルト部１０２の端部の任意の領域に、アンテナ
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素子１１２に対向するように導電性素子１１３を配置し、さらに傾斜角度を６０°に設定
した状態で、図１４（ａ）、（ｂ）に示すように、導電性素子１１３を上記傾斜角度で機
器本体１０１から遠ざかる方向に移動させて、初期位置からの変位Ｂａを変えながら、Ｇ
ＰＳに適用される１．５７５４２ＧＨｚの周波数を有する電磁波の放射効率、及び、共振
周波数を導出するシミュレーション実験により、図１５（ａ）に示すような結果が得られ
た。これによれば、変位Ｂａが大きくなるほど（導電性素子１１３を機器本体１０１から
離すほど）、放射効率が顕著に低下する傾向を示した。また、変位Ｂａを概ね３ｍｍ以上
に設定した場合に、共振周波数が安定する傾向を示した。
【００６９】
　また、導電性素子１１３をアンテナ素子１１２の直上に配置し、さらに傾斜角度を６０
°に設定した状態で、図１４（ｃ）、（ｄ）に示すように、導電性素子１１３を上記傾斜
角度で機器本体１０１から遠ざかる方向に移動させて、初期位置からの変位Ｂａを変えな
がら、同一条件で電磁波の放射効率、及び、共振周波数を導出するシミュレーション実験
により、図１５（ｂ）に示すような結果が得られた。これによれば、変位Ｂａが比較的低
く設定されている場合（概ね３ｍｍ以下）には比較的高い放射効率が得られ、変位Ｂａが
大きくなるほど、放射効率が低下する傾向を示した。また、変位Ｂａが大きくなるほど、
共振周波数が安定する傾向を示した。
【００７０】
　なお、図示を省略したが、発明者らは、同様のシミュレーション実験により、導電性素
子の形状を、アンテナ素子１１２により送受信される電磁波の波長に基づいて、コの字型
、又は、これに類似する形状（すなわち、アンテナ素子１１２からの電磁波の受け側とな
る辺と、励振された電磁波の放射側となる辺が略直角に形成された任意の平面形状；図１
１（ｃ）～（ｅ）参照）設定することにより、概ね高い放射効率及び安定した共振周波数
が得られる傾向があることを確認した。
【００７１】
　したがって、上述した各シミュレーション実験の結果に基づいて、アンテナ素子に対す
る導電性素子の配置や傾斜角度、当該導電性素子の形状及び寸法（長さ）を適切に設定す
ることにより、アンテナ素子により送受信する電磁波の周波数で共振して、電磁波に対し
て良好に共振することができるアンテナ装置を実現することができる。
【００７２】
　次に、上述したシミュレーション実験の結果に基づいて、高い放射効率及び安定した共
振周波数が実現されるように、配置や傾斜角度、形状、寸法が設定された導電性素子を用
いて、本実施形態に係るアンテナ装置の放射特性について説明する。ここでは、機器本体
１０１に付設されたベルト部１０２に本実施形態に係る導電性素子を備えていない構成（
以下、「比較例」と記す）を用いて、比較検証する。
【００７３】
　図１６は、本実施形態の比較例となるアンテナ装置における放射特性を示す図（シミュ
レーション結果）であり、図１７は、本実施形態に係るアンテナ装置における放射特性を
示す図（シミュレーション結果）である。
【００７４】
　まず、上述した電子機器１００Ｂにおいて、機器本体１０１に付設されたベルト部１０
２に導電性素子１１３ｆが設けられていない構成を有する比較例における電磁波の放射特
性について説明する。比較例において、ＧＰＳに適用される１．５７５４２ＧＨｚ（概ね
１．６ＧＨｚ）の周波数の電磁波を、直線偏波型のアンテナ素子を用いて送受信した際の
放射特性を実測した結果、図１６（ａ）～（ｃ）に示すような放射パターンが得られた。
このシミュレーション実験により得られた、比較例の平均利得は－８．７７５ｄＢｉであ
った。
【００７５】
　ここで、図１０（ａ）に示した電子機器１００Ｂを参照して比較例について説明すると
、図１６（ａ）は、機器本体１０１において、表示部１１１が設けられた一面（図面上面
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）を含むＸ－Ｙ平面における放射パターンを示す。ここでは、機器本体１０１の上記一面
の平面形状の中心を基準として、導電性素子１１３ｆが設けられたベルト部１０２が付設
された方向（図１０（ａ）の手前方向；腕時計の場合には６時方向）をＸ軸方向と規定し
、また、このＸ軸に直交する方向（図１０（ａ）の左方向；腕時計の場合には９時方向）
をＹ軸方向と規定した場合のＸ－Ｙ平面における放射パターンを示す。図１６（ａ）にお
いて、放射パターンＰＣxyは、Ｘ－Ｙ平面内の全周方向（０～３６０°）における放射成
分を示し、また、放射パターンＰＤxyは、Ｘ－Ｙ平面に直交するＺ軸方向（図１０（ａ）
の下方向；腕時計の場合には手首方向）を含む放射成分のうち、Ｘ－Ｙ平面に投影される
放射成分である。
【００７６】
　また、図１６（ｂ）は、機器本体１０１において、上記のＸ－Ｙ平面に直交するＹ－Ｚ
平面（腕時計の場合には３時－９時方向（Ｙ軸）を通り、Ｘ－Ｙ平面に直交する平面）に
おける放射パターンを示す。ここで、図１６（ｂ）において、放射パターンＰＣyzは、Ｙ
－Ｚ平面内の全周方向における放射成分を示し、また、放射パターンＰＤyzは、Ｙ－Ｚ平
面に直交するＸ軸方向を含む放射成分のうち、Ｙ－Ｚ平面に投影される放射成分である。
【００７７】
　また、図１６（ｃ）は、機器本体１０１において、上記のＸ－Ｙ平面に直交するＺ－Ｘ
平面（腕時計の場合には６時－１２時方向（Ｘ軸）を通り、Ｘ－Ｙ平面に直交する平面）
における放射パターンを示す。ここで、図１６（ｂ）において、放射パターンＰＣzxは、
Ｚ－Ｘ平面内の全周角度における放射成分を示し、また、放射パターンＰＤzxは、Ｚ－Ｘ
平面に直交するＹ軸方向を含む放射成分のうち、Ｚ－Ｘ平面に投影される放射成分である
。
【００７８】
　これに対して、機器本体１０１に付設されたベルト部１０２に、上述したシミュレーシ
ョン実験の結果に基づいて、高い放射効率及び安定した共振周波数が実現されるように、
導電性素子１１３ｆが適切な配置や傾斜角度、形状、寸法に設定された本実施形態におい
て、上述した比較例と同一条件でシミュレーション実験を行った結果、図１７（ａ）～（
ｃ）に示すような放射パターンが得られた。このシミュレーション実験により得られた、
本実施形態の平均利得は－５．９１７ｄＢであった。このことから、本実施形態に係る構
成によれば、導電性素子１１３ｆが設けられていない構成（比較例）に比較して、利得が
大幅に改善（概ね２．８５８ｄＢｉ）することが判明した。
【００７９】
　なお、図１７（ａ）は、図１０（ａ）に示した電子機器１００Ｂの機器本体１０１にお
いて、Ｘ－Ｙ平面における放射パターンを示す。ここで、図１７（ａ）において、放射パ
ターンＰＡxyは、Ｘ－Ｙ平面内の全周方向（０～３６０°）における放射成分を示し、ま
た、放射パターンＰＢxyは、Ｘ－Ｙ平面に直交するＺ軸方向を含む放射成分のうち、Ｘ－
Ｙ平面に投影される放射成分である。
【００８０】
　また、図１７（ｂ）は、機器本体１０１において、上記のＸ－Ｙ平面に直交するＹ－Ｚ
平面における放射パターンを示す。ここで、図１７（ｂ）において、放射パターンＰＡyz
は、Ｙ－Ｚ平面内の全周方向における放射成分を示し、また、放射パターンＰＢyzは、Ｙ
－Ｚ平面に直交するＸ軸方向を含む放射成分のうち、Ｙ－Ｚ平面に投影される放射成分で
ある。
【００８１】
　また、図１７（ｃ）は、機器本体１０１において、上記のＸ－Ｙ平面に直交するＺ－Ｘ
平面における放射パターンを示す。ここで、図１７（ｂ）において、放射パターンＰＡzx
は、Ｚ－Ｘ平面内の全周方向における放射成分を示し、また、放射パターンＰＢzxは、Ｚ
－Ｘ平面に直交するＹ軸方向を含む放射成分のうち、Ｚ－Ｘ平面に投影される放射成分で
ある。
【００８２】
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　＜第３の実施形態＞
　次に、本発明に係るアンテナ装置を適用した電子機器の第３の実施形態について説明す
る。
【００８３】
　図１８は、第３の実施形態に係る電子機器に適用される導電性素子を示す概略構成図で
ある。ここで、図１８（ａ）は、ベルト部への導電性素子の組み付け構造を示す概略図で
あり、図１８（ｂ）、（ｃ）は、導電性素子の平面形状を示す概略図である。なお、上述
した各実施形態と同等の構成については同一の符号を付して説明を簡略化する。
【００８４】
　上述した第２の実施形態においては、電子機器１００Ｂの機器本体１０１に付設された
ベルト部１０２に、単体の導電性素子１１３ｆが設けられた構成を示した。第３の実施形
態においては、ベルト部１０２に、インダクタタンス成分（Ｌ）とキャパシタンス成分（
Ｃ）を備えた構成を有している。
【００８５】
　具体的には、第３の実施形態に係る電子機器は、例えば図１８（ａ）に示すように、上
述した第２の実施形態と同様に、機器本体１０１（図示を省略；図１０参照）を手首に装
着するためのベルト部１０２を備え、当該ベルト部１０２の任意の領域に、所定の平面形
状を有する導電性素子１１３ｇが設けられた構成を有している。ここで、導電性素子１１
３ｇは、例えば導電性の薄板や薄膜からなり、上述した第２の実施形態と同様に、例えば
図１８（ａ）に示すように、ベルト部１０２に設けられた凹状の収納部１０２ａに収納さ
れた状態で、カバー部材１０３により閉止されることにより、ベルト部１０２の内部に組
み込まれている。なお、導電性素子１１３ｇは、図１８（ａ）に示した組み込み方法に限
定されるものではなく、上述したように、ベルト部１０２の表面に、導電性塗料を塗布す
る手法や、導電性の薄膜を貼り付ける手法、金属蒸着法やスパッタリング法等を適用して
形成するものであってもよいし、インサート成形法や２色成形法等を用いてベルト部１０
２に一体的に形成するものであってもよい。
【００８６】
　導電性素子１１３ｇは、例えば図１８（ｂ）、（ｃ）に示すように、導電性パターンＥ
Ｐと、当該導電性パターンＥＰに対して所定の距離だけ離間して配置された導電性パター
ンＬＰと、を備えた構成を有している。ここで、導電性パターンＥＰは、上述した第２の
実施形態に示した導電性素子１１３ｆと同様に、導波器として機能するように平面形状（
特に、上述した辺Ｓａ、Ｓｂにより構成される伝送路の長さ；伝送路長）が設定されてい
る。また、導電性パターン（インダクタ用導電性部材）ＬＰは、インダクタンス（誘導線
路）として機能するように平面形状が設定されている。さらに、導電性パターン（キャパ
シタ用導電性部材）ＥＰとＬＰは、当該導電性パターンＥＰとＬＰとの間の離間部分に、
所定の静電容量を有するキャパシタンス（容量線路）が形成されるように、各々の平面形
状や対向する辺の長さ、離間距離が設定されている。なお、導電性素子１１３ｇは、図１
８（ｂ）、（ｃ）に示した平面形状に限定されるものではなく、導電性素子１１３ｇによ
り所望の放射特性が実現されるものであれば、他の平面形状を有するものであってもよい
。
【００８７】
　このような構成を有するアンテナ装置を備えた電子機器によれば、機器本体１０１に内
蔵されたアンテナ素子１１２に対向するように、ベルト部１０２にＬＣ共振回路が組み込
まれた導電性素子１１３ｇを配置することができるので、導電性素子１１３ｇを構成する
各導電性パターンの設計自由度を高めることができる。したがって、本実施形態によれば
、伝送線路（伝送路長や誘導線路、容量線路）を適切に設計することにより、良好な放射
特性を有するとともに、円偏波に対応したアンテナ装置や、指向性制御が可能なアンテナ
装置を実現することができ、電子機器の高機能化に寄与することができる。
【００８８】
　次に、本実施形態における放射特性の改善効果について、シミュレーション実験の結果
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を示して具体的に説明する。
　図１９は、本実施形態に係るアンテナ装置における放射特性を示す図（シミュレーショ
ン結果）である。図１９（ａ）は、本実施形態に係るアンテナ装置における放射特性を示
す図であり、図１９（ｂ）は、本実施形態に係るアンテナ装置を備えた電子機器における
円偏波の指向性を示す図である。
【００８９】
　本実施形態に係る電子機器において、ＧＰＳに適用される概ね１．５７５４２ＧＨｚ（
１．６ＧＨｚ）の周波数の電磁波を、直線偏波型のアンテナ素子を用いて放射するシミュ
レーション実験を行った結果、図１９（ａ）に示すような放射パターンが得られた。
【００９０】
　ここで、図１９（ｂ）に示す電子機器１００Ｃを参照して説明すると、図１９（ａ）は
、機器本体１０１において、表示部１１１が設けられた一面（図面上面）を含むＸ－Ｙ平
面に直交するＹ－Ｚ平面（腕時計の場合には図１９（ｂ）では６時－１２時方向（Ｙ軸）
を通り、Ｘ－Ｙ平面に直交する平面；シミュレーション実験の都合上、図１０（ａ）に示
した座標軸とは異なることに注意）における放射パターンを示す。すなわち、ここでは、
機器本体１０１の上記一面の平面形状の中心を基準として、ベルト部１０２の延在方向（
図１９（ｂ）の右方向；腕時計の場合には１２時方向）をＹ軸方向と規定し、このＹ軸に
直交する方向（図１９（ａ）の手前方向；腕時計の場合には３時方向）をＸ軸方向と規定
し、また、Ｘ－Ｙ平面に直交する方向（図１９（ｂ）の上方向；腕時計の場合には手首と
反対方向）をＺ軸方向と規定した場合のＹ－Ｚ平面（腕時計の場合には６時－１２時方向
（Ｙ軸）を通り、Ｘ－Ｙ平面に直交する平面）における放射パターンを示す。図１９（ａ
）において、放射パターンＰＲは、Ｙ－Ｚ平面内の全周方向（θ＝０～３６０°）におけ
る右旋偏波に対する放射成分であり、また、放射パターンＰＬは、Ｙ－Ｚ平面内の全周方
向（θ＝０～３６０°）における左旋偏波に対する放射成分である。なお、このシミュレ
ーション実験においては、上記のＹ－Ｚ平面内における電磁波の位相が９０°異なる（ず
れる）ように、図１８（ａ）、（ｂ）及び図１９（ｂ）に示した導電性素子１１３ｇにお
いて、導波器として機能する導電性パターンＥＰやインダクタンスとして機能する導電性
パターンＬＰ、キャパシタンスとして機能する導電性パターンＥＰとＬＰとの間の離間部
分の、伝送路長や誘導線路、容量線路を設定した。
【００９１】
　このシミュレーション実験の結果によれば、図１９（ａ）、（ｂ）に示すように、右旋
偏波の放射成分において、Ｚ軸からＹ軸方向への回転角度θが概ね６０°の方向に強い指
向性を示すことが判明した。また、左旋偏波の放射成分においては、上記の回転角度θが
概ね１４０°の方向に強い指向性を示すことが判明した。すなわち、導電性素子１１３ｇ
を構成する伝送路長や誘導線路、容量線路を、アンテナ素子１１２から放射される電磁波
の位相差が９０°に設定されるように適切に設計することにより、直線偏波用のチップア
ンテナで、良好な指向性を有する円偏波を発生させることができることが判明した。ここ
で、図１９（ｂ）に示すように、電子機器１００Ｃを利用者が手首に装着し、表示部１１
１を視認している状態で、右旋偏波が強い指向性を示す方向（θ＝６０°）が天空を向く
ように、本実施形態に係るアンテナ装置を設計することにより、簡易かつ小型の構成でＧ
ＰＳ衛星から送信される電磁波（右旋偏波）を良好に受信することができる。なお、図１
１（ａ）に示したように、電子機器１００Ｃを利用者が手首に装着し、表示部１１１を視
認している状態では、右旋偏波が天空方向に強い指向性を示すのに対して、左旋偏波は概
ね地表方向に強い指向性を示す。ここで、この左旋偏波はＧＰＳには不要な円偏波であり
、指向性を示す方向は人体方向になるため、ＧＰＳに適用するアンテナ装置の放射特性に
影響を与えることはない。このように、本実施形態によれば、簡易かつ小型の構成で良好
な放射特性を有するとともに、所望の円偏波に対応したアンテナ装置や指向性制御が可能
なアンテナ装置を実現することができる。
【００９２】
　＜第３の実施形態の変形例＞
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　次に、上述した第３の実施形態の変形例について説明する。
　図２０は、第３の実施形態に係る電子機器に適用される導電性素子の変形例を示す概略
構成図である。ここで、図２０（ａ）は、本実施形態に係る導電性素子の概略構成を示す
斜視図であり、図２０（ｂ）は、図２０（ａ）に示した導電性素子におけるXXＢ－XXＢ線
（本明細書においては図２０中に示したローマ数字の「２０」に対応する記号として便宜
的に「XX」を用いる。）に沿った断面構造を示す概略図である。なお、図２０（ａ）にお
いても、図示を明瞭にするために、導電性素子に便宜的にハッチングを施して示した。
【００９３】
　上述した第１乃至第３の実施形態においては、電子機器１００Ａ～１００Ｃの筐体１１
０や機器本体１０１の内部に設けられたアンテナ素子１１２に対向する領域に、特定の周
波数の電磁波が伝搬される構成に対応した導電性素子１１３、１１３ａ～１１３ｇを設け
た構成を示した。本実施形態の変形例においては、複数の周波数の電磁波が伝搬される構
成に対応した導電性素子を設けた構成を有している。ここで、このような導電性素子につ
いては、例えば特開２０１１－１７６４９５号公報に記載されているアンテナ装置の構成
を良好に適用することができる。
【００９４】
　本実施形態に係る導電性素子の変形例は、例えば図２０（ａ）、（ｂ）に示すように、
誘電体として機能する絶縁性基板ＳＤと、当該絶縁性基板ＳＤの一面側（図面上面側）に
設けられた導電性パターンＥＰ（ＥＰａ、ＥＰｂ）、ＬＰａ、ＶＰと、絶縁性基板ＳＤの
他面側（図面下面側）に設けられた導電性パターンＬＰｂ、ＣＰと、導電性パターンＥＰ
と導電性パターンＬＰｂ、また、導電性パターンＶＰと導電性パターンＣＰを、それぞれ
電気的に接続するビアＶＣａ、ＶＣｂと、を備えた多層構造を有している。
【００９５】
　導電性パターンＥＰは、図２０（ａ）に示すように、上底（図面右方側の辺）より下底
（図面左方側の辺）が長い等脚台形の平面形状を有する導電性パターンＥＰａと、当該導
電性パターンＥＰａの下底に接続された半円形の平面形状を有する導電性パターンＥＰｂ
と、から構成されている。また、導電性パターンＥＰは、導電性パターンＥＰａの所定の
位置において、絶縁性基板ＳＤを厚さ方向に貫通するビアＶＣａを介して、絶縁性基板Ｓ
Ｄの他面側に設けられた導電性パターンＬＰｂに電気的に接続されている。
【００９６】
　導電性パターンＶＰは、上記導電性パターンＥＰａの上底に対向するように配置され、
絶縁性基板ＳＤを厚さ方向に貫通するビアＶＣｂを介して、絶縁性基板ＳＤの他面側に設
けられた導電性パターンＣＰに電気的に接続されている。また、導電性パターンＬＰａは
、導電性パターンＥＰの延在方向（図面左右方向）に延在するように設けられ、一端側が
上記導電性パターンＶＰに接続されている。
【００９７】
　導電性パターンＣＰは、導電性パターンＥＰに対向し、当該導電性パターンＥＰの延在
方向（図面左右方向）に延在する導電性パターンＬＰｂを挟み込むように、一対設けられ
ている。ここで、導電性パターンＣＰは、絶縁性基板ＳＤを平面視した場合に、上記の導
電性パターンＥＰと平面的に重なるように配置されている。
【００９８】
　このような構成を有する導電性素子１１３ｈにおいて、導電性パターンＥＰは、上述し
た第３の実施形態に示した導波器として機能し、導電性パターン（インダクタ用導電性部
材）ＬＰａは、上述した第３の実施形態に示したインダクタンス（誘導線路）として機能
する。また、絶縁性基板ＳＤを介して対向する導電性パターン（キャパシタ用導電性部材
）ＥＰと導電性パターン（キャパシタ用導電性部材）ＣＰにより、上述した第３の実施形
態に示したキャパシタンス（容量線路）が形成される。
【００９９】
　そして、導電性素子１１３ｈは、上述した第３の実施形態に示した場合と同様に、機器
本体１０１に内蔵されたアンテナ素子１１２に対向するように、ベルト部１０２の任意の
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領域に設けられる。ここで、導電性素子１１３ｈは、絶縁性基板ＳＤとしてベルト部１０
２を構成する帯状（薄板状）の部材を適用して、当該ベルト部１０２の表面及び裏面に直
接各導電性パターンを形成して、ビアを介して表面側と裏面側の導電性パターンを電気的
に接続することにより、ベルト部１０２に一体的に組み込まれる。なお、導電性素子１１
３ｈは、薄板状やフィルム状の絶縁性基板ＳＤの両面に、上述した各導電性パターンを形
成した構成を有することにより、図１８（ａ）に示したように、ベルト部１０２の収納部
１０２ａに収納された状態で、カバー部材１０３により閉止してベルト部１０２の内部に
組み込まれるものであってもよい。
【０１００】
　このようなアンテナ装置において、導電性素子１１３ｈを構成する各導電性パターンの
伝送路長や誘導線路、容量線路を適切に設計することにより、上述した特開２０１１－１
７６４９５号公報に記載されているように、複数の共振周波数で動作するアンテナ装置を
実現することができる。
【０１０１】
　したがって、本実施形態に係るアンテナ装置を備えた電子機器によれば、導電性素子１
１３ｈの設計自由度が高く、簡易かつ小型の構成で良好な放射特性を有するとともに、単
一の導電性素子により複数周波数に対応した電磁波を放射することができるアンテナ装置
を実現することができ、電子機器の高機能化に寄与することができる。
【０１０２】
　＜アンテナ装置の適用例＞
　次に、本発明に係るアンテナ装置の適用例について説明する。
　上述した第１の実施形態においては、電子機器１００Ａの筐体１１０の側面に導電性素
子１１３、１１３ａ～１１３ｅを設けた構成について説明し、また、第２及び第３の実施
形態においては、腕時計型の電子機器１００Ｂ、１００Ｃの機器本体１０１に一体的に付
設されたベルト部１０２に導電性素子１１３ｆ～１１３ｈを設けた構成について説明した
。本発明に係るアンテナ装置は、上述した各実施形態に示した電子機器への適用例に限定
されるものではなく、以下に説明するように、電子機器に対して着脱可能に取り付け固定
される種々の製品や部品に導電性素子を設けた構成を適用することができる。ここで、こ
の構成に適用される電子機器は、筐体や機器本体の内部にアンテナ素子が設けられた構成
を有しているが、筐体や機器本体の側面や付設された部材には導電性素子が設けられてい
ない。
【０１０３】
　図２１、図２２は、本発明に係るアンテナ装置を適用した電子機器の他の適用例を示す
概略構成図である。なお、図２１、図２２においても、図示を明瞭にするために、導電性
素子に便宜的にハッチングを施して示した。また、上述した実施形態と同等の構成につい
ては同一の符号を付して説明を簡略化する。
【０１０４】
　本発明に係るアンテナ装置の第１の適用例は、例えば図２１（ａ）に示すように、電子
機器１００Ｄの側面及び背面（図面下面側）を外部からの衝撃や水分等から保護するため
の保護カバー２１０に、導波器として機能する導電性素子１１３を設けた構成を有してい
る。ここで、保護カバー（保持部材）２１０は、電子機器１００Ｄを保護するために保護
カバー２１０に取り付けた（凹部２１１に嵌め込み固定した）状態で、筐体１１０のアン
テナ素子１１２に近接して対向する側面部分に導電性素子１１３が配置された構成を有し
ている。なお、保護カバー２１０に設けられる導電性素子１１３は、上述した第１の実施
形態に示した場合（図８、図９参照）と同様に、アンテナ素子１１２に近接して対向する
保護カバー２１０の側面部分を含む複数の側面部分に、個別に設けられるものであっても
よいし、連続して一体的に設けられるものであってもよい。
【０１０５】
　また、本発明に係るアンテナ装置の第２の適用例は、例えば図２１（ｂ）に示すように
、電子機器１００Ｄの内蔵バッテリー（図示を省略）を充電するための充電用ホルダー（
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ホルダー型充電器；保持部材）２２０に、導波器として機能する導電性素子１１３ａ、１
１３ｂを設けた構成を有している。ここで、充電用ホルダー２２０は、電子機器１００Ｄ
を搭載部２２１に挟持固定した状態で、筐体１１０のアンテナ素子１１２に近接して対向
する領域、及び、電子機器１００Ｄを挟んでそれに対向する領域に、それぞれ導電性素子
１１３ａ、１１３ｂが配置された構成を有している。なお、充電用ホルダー２２０に設け
られる導電性素子１１３ａ、１１３ｂは、上述した第１の適用例と同様に、アンテナ素子
１１２に近接して対向する充電用ホルダー２２０の任意の領域を含む複数の領域に、個別
に設けられるものであってもよいし、連続して一体的に設けられるものであってもよい。
【０１０６】
　また、本発明に係るアンテナ装置の第３の適用例は、例えば図２１（ｃ）に示すように
、電子機器１００Ｄの内蔵バッテリー（図示を省略）を充電するための充電用スタンド（
スタンド型充電器；保持部材）２３０に、導波器として機能する導電性素子１１３を設け
た構成を有している。ここで、充電用スタンド２３０は、電子機器１００Ｄを嵌合部２３
１に挿入固定した状態で、筐体１１０のアンテナ素子１１２に近接して対向する領域に導
電性素子１１３が配置された構成を有している。なお、充電用スタンド２３０に設けられ
る導電性素子１１３は、上述した第１及び第２の適用例と同様に、アンテナ素子１１２に
近接して対向する充電用スタンド２３０の任意の領域を含む複数の領域に、個別に設けら
れるものであってもよいし、連続して一体的に設けられるものであってもよい。
【０１０７】
　なお、上述した第１乃至第３の適用例においては、アンテナ素子１１２が筐体１１０の
特定の側面（図２１手前側の側面）に近接する位置に配置された構成を有する電子機器１
００Ｄに、本発明に係るアンテナ装置を適用する場合について説明したが、本発明はこれ
に限定されるものではない。すなわち、筐体１１０の背面側に金属製の裏蓋等の導電性の
部材が用いられていない電子機器においては、筐体１１０の背面側近傍にアンテナ素子を
設けることができる。このような構成を有する電子機器の場合には、例えば図２２（ａ）
に示すように、保護カバー２１０は、電子機器１００Ｅを保護カバー２１０に取り付けた
状態で、筐体１１０のアンテナ素子１１２に近接して対向する、凹部２１１の底面の任意
の領域に導電性素子１１３が配置された構成を有しているものであってもよい。また、例
えば図２２（ｂ）に示すように、充電用ホルダー２２０は、電子機器１００Ｅを搭載部２
２１に挟持固定した状態で、筐体１１０のアンテナ素子１１２に近接して対向する、搭載
部２２１の任意の領域に導電性素子１１３が配置された構成を有しているものであっても
よい。また、例えば図２２（ｃ）に示すように、充電用スタンド２３０は、電子機器１０
０Ｅを嵌合部２３１に挿入固定した状態で、筐体１１０のアンテナ素子１１２に近接して
対向する、背面支持部の任意の領域に導電性素子１１３が配置された構成を有しているも
のであってもよい。
【０１０８】
　このような構成を有するアンテナ装置を適用した電子機器１００Ｅによれば、保護カバ
ー２１０を取り付け固定した状態や、充電用ホルダー２２０や充電用スタンド２３０に取
り付け固定した状態で、上述した実施形態と同様に、電磁波の放射特性（アンテナ特性）
を向上させることができる。また、電子機器１００Ｅの筐体１１０に着脱可能に取り付け
固定される保護カバー２１０や、充電用ホルダー２２０、充電用スタンド２３０等の周辺
製品や部品に、導電性素子１１３を設けた構成を適用することができるので、電子機器１
００Ｅの筐体１１０の外面に導電性素子を設ける必要がなく、筐体やベルト部に導電性素
子が設けられていない既存の電子機器をそのまま適用することができるとともに、導電性
素子の設計自由度を高めることができる。また、筐体１１０に取り付けられる多様な周辺
製品や部品に、本発明に係るアンテナ装置の構成を組み込むことができるので、導電性素
子の設計自由度電子機器の利便性を高めつつ、簡易な構成で電磁波の放射特性を向上させ
ることができる。
【０１０９】
　以上、本発明のいくつかの実施形態について説明したが、本発明は、上述した実施形態
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に限定されるものではなく、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲を含むも
のである。
　以下に、本願出願の当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
【０１１０】
　（付記）
　［１］
　少なくとも一つの特定の周波数の第１の電磁波を送信又は受信するアンテナ素子と、
　前記アンテナ素子と離間して前記アンテナ素子に対向して配置され、前記第１の電磁波
に対して共振して、前記特定の周波数の第２の電磁波を送信又は受信する、導電性を有す
る材料により形成された導電性素子と、
を備え、
　前記導電性素子は、前記特定の周波数で共振する形状と大きさを有していることを特徴
とするアンテナ装置である。
【０１１１】
　［２］
　内部に密閉された空間を有する筐体と、前記筐体を人体に装着するためのバンド部材と
、を有し、
　前記アンテナ素子は、前記筐体の内部に設けられ、
　前記導電性素子は、少なくとも、前記バンド部材内、前記筐体の前記アンテナ素子に対
向する位置における前記筐体の外面又は前記筐体を構成する部材内、又は、前記筐体を保
持する保持部材内、の何れかに埋め込まれて設けられ、
　前記筐体の、前記アンテナ素子に対向する領域の部材が、絶縁性を有する材料により形
成されていることを特徴とする［１］に記載のアンテナ装置である。
【０１１２】
　［３］
　前記導電性素子は、前記バンド部材内に埋め込まれて設けられ、
　前記バンド部材の、前記導電性素子に接している領域の部材が、絶縁性を有する部材に
より形成され、
　前記導電性素子は、直線状の第１の辺と第２の辺とを有し、前記第１の辺及び前記第２
の辺の長さは前記特定の周波数の波長の１／２ｎ（ｎ＝０、１、２、３、・・）の長さに
設定され、前記第１の辺と前記第２の辺とが互いに交差する方向に延在して屈曲した形状
を有していることを特徴とする［２］に記載のアンテナ装置である。
【０１１３】
　［４］
　前記導電性素子は、インダクタンスを形成するインダクタ用導電性部材と、キャパシタ
ンスを形成するキャパシタ用導電性部材とを有して、前記特定の周波教で共振する共振回
路をなしていることを特徴とする［３］に記載のアンテナ装置である。
【０１１４】
　［５］
　前記共振回路は、複数の互いに異なる前記特定の周波教で共振する特性を有しているこ
とを特徴とする［４］に記載のアンテナ装置である。
【０１１５】
　［６］
　前記導電性素子は、前記筐体の前記アンテナ素子に対向する位置を含む、前記筐体の外
面又は前記筐体を構成する部材内に埋め込まれて設けられ、
　前記筐体の、前記導電性素子に接している領域の部材が、絶縁性を有する材料により形
成され、
　前記導電性素子は、直線状の第１の辺を有し、前記第１の辺の長さは前記特定の周波数
の波長の１／２ｎ（ｎ＝０、１、２、３、・・）の長さに設定されていることを特徴とす
る［２］に記載のアンテナ装置である。
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【０１１６】
　［７］
　前記導電性素子は、少なくとも一つの導電性部材を有して形成され、
　前記導電性部材は前記筐体の周囲の、互いに交差する方向に延在する複数の面に跨って
設けられていることを特徴とする［６］に記載のアンテナ装置である。
【０１１７】
　［８］
　前記複数の面の各々に設けられている前記導電性部材は、互いに分離されていることを
特徴とする［７］に記載のアンテナ装置である。
【０１１８】
　［９］
　前記導電性素子は、前記保持部材における、前記筐体が保持された状態で前記アンテナ
素子に対向する位置に設けられ、
　前記保持部材の、前記導電性素子に接している領域の部材が、絶縁性を有する材料によ
り形成され、
　前記導電性素子は、直線状の第１の辺を有し、前記第１の辺の長さは前記特定の周波数
の波長の１／２ｎ（ｎ＝０、１、２、３、・・）の長さに設定されていることを特徴とす
る［２］に記載のアンテナ装置である。
【０１１９】
　［１０］
　電子機器本体部と、
　前記［１］に記載のアンテナ装置と、
　を備え、
　前記アンテナ装置に前記電子機器本体部から信号が供給されていることを特徴とする電
子機器である。
【０１２０】
　［１１］
　内部に密閉された空間を有する筐体と、前記筐体を人体に装着するためのバンド部材と
、を有し、
　前記電子機器本体部及び前記アンテナ素子は、前記筐体の内部に設けられ、
　前記導電性素子は、少なくとも、前記バンド部材内、前記筐体の前記アンテナ素子に対
向する位置における前記筐体の外面又は前記筐体を構成する部材内、又は、前記筐体を保
持する保持部材内、の何れかに埋め込まれて設けられ、
　前記筐体の、前記アンテナ素子に対向する領域の部材が、絶縁性を有する材料により形
成されていることを特徴とする［１０］に記載の電子機器である。
【符号の説明】
【０１２１】
　１００Ａ～１００Ｅ　　電子機器
　１０１　　機器本体
　１０２　　ベルト部
　１１０　　筐体
　１１１　　表示部
　１１２　　アンテナ素子
　１１３、１１３ａ～１１３ｈ　　導電性素子
　２１０　　保護カバー
　２２０　　充電用ホルダー
　２３０　　充電用スタンド
　ＥＰ　　導電性パターン
　ＬＰ　　導電性パターン
　ＣＰ　　導電性パターン
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